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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第81期

第２四半期連結
累計期間

第81期
第２四半期連結
会計期間

第80期

会計期間

自　平成21年
　　３月１日
至　平成21年
　　８月31日

自　平成21年
　　６月１日
至　平成21年
　　８月31日

自　平成20年
　　３月１日
至　平成21年
　　２月28日

売上高 (百万円) 17,097 9,112 37,219

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) 689 421 △868

四半期純利益又は当期
純損失(△)

(百万円) 159 51 △6,372

純資産額 (百万円) ― 12,344 8,008

総資産額 (百万円) ― 37,277 37,221

１株当たり純資産額 (円) ― 141.86 180.36

１株当たり四半期純利
益金額又は当期純損失
金額(△)

(円) 2.67 0.65 △164.95

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― 29.91 18.71

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,805 ― 1,259

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △480 ― △260

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △898 ― △65

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 3,275 2,806

従業員数 (名) ― 1,756 1,942

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第80期及び第81期第２四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存

在していないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

又、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年８月31日現在

従業員数(名) 1,756（300）

(注) １　従業員は就業人員であり、臨時従業員数は(　　)に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

２　臨時従業員には季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年８月31日現在

従業員数(名) 403（76）

(注) １　従業員は就業人員であり、臨時従業員数は(　　)に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

２　臨時従業員には季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)

　容器事業 　樹脂加工品 3,692

　 　合成樹脂袋 675

　 　クラフト紙袋 714

　 　段ボールシート・ケース 1,922

　 　合計 7,003

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 商品仕入実績

当第２四半期連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円)

　容器事業 　樹脂加工品 403

　 　合成樹脂袋 254

　 　クラフト紙袋 56

　 　段ボールシート・ケース 193

　 　樹脂商品 411

　 　その他 0

　 　合計 1,320

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注実績

事業別・品目別受注高及び第２四半期連結会計期間末受注残高は、製品の性質から短期必要量連続受

注形式であり、算出が困難なため、省略しております。
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(4) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

　容器事業 　樹脂加工品 4,018

　 　合成樹脂袋 1,455

　 　クラフト紙袋 986

　 　段ボールシート・ケース 2,253

　 　樹脂商品 191

　 　その他 119

　 計 9,024

　不動産賃貸事業 　不動産賃貸収入 87

　 計 87

　 　合計 9,112

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものでありま

す。

　

継続企業の前提に関する重要事象等

当社は、前連結会計年度において、２期連続経常損失となったこと、また、年間借入返済負担もあり、今

後の事業継続のための資金の手当てが必要な状況になっております。当該状況により、継続企業の前提に

関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当該状況を解消すべく、当社は外部アドバイザーの協力を得て、平成22年２月期を初年度とする「事業

再生計画（５カ年）」を本年３月に策定し、本計画において、コスト削減とグループ会社を含めた経営の

スリム化と経営資源の集中を図り、資金の確保・資金繰りの安定化並びに収益基盤の安定化を図ってい

くため、以下の方策を推進いたしました。

１．不採算製品の早急な選別と切り離し

２．本社・工場における総コストの徹底削減

３．役員報酬の削減(45％～30％)及び管理職・従業員の給与削減(25％～10％)

４．徹底した在庫削減

５．設備投資の延期・凍結

６．保有資産の整理・売却

７．研究開発費の削減

８．非正規社員の契約満了時による労務費の削減

また、レンゴー株式会社を割当先とする第三者割当増資資金（払込日：平成21年５月27日）により、前

連結会計年度末において財務制限条項に抵触いたしましたシンジケートローン契約２件の一括返済を平

成21年８月31日に完了いたしました。

さらに、当社は、財務の安定性を確保するとともに、より迅速かつ機動的に事業の再構築を図り、事業運

営を安定的な軌道に乗せることを目的として、本年12月１日付で株式交換の方法によりレンゴー株式会

社の完全子会社となる予定であります。

本年５月の増資以降、レンゴー株式会社との協力により両社のシナジーに関する調査を行い、本年９月

に再度、外部アドバイザーの協力を得て先の「事業再生計画（５カ年）」を修正した「新・事業再生計

画（５カ年）」を本年９月に策定いたしました。

「新・事業再生計画（５カ年）」では、当初２年間を『リストラクチャリングターム』とし、固定費の

削減、業務プロセスの見直し、レンゴーグループとのシナジー創出等に注力することで、営業黒字化でき

る体質への転換を図ります。平成24年２月期以降の３年間を『事業安定化ターム』として事業領域を再

定義し、その上でコア事業への設備更新、リストラ実施後の不安定な体制の安定化を図り、計画終了年度

に６億円の当期利益創出を目指します。各タームの主な施策は以下のとおりであります。
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第一期：リストラクチャリングターム（平成23年２月期まで）の施策

１．シナジー効果の追求

(1) 増資後３ヵ月間の取組み

(2) 売上高－レンゴー株式会社による販売支援

(3) 原価率の改善－共同購買の実施

(4) 販売管理費の削減

(5) 共同開発

２．固定費の徹底した削減

(1) 役員体制の刷新と役員報酬削減

(2) 従業員給与削減

(3) 人員削減－削減の基本方針

(4) 人件費計画

(5) 組織再編とスリム化

(6) 拠点縮小

(7) 既存取引の見直し

３．グループ会社の整理による経営のスリム化

４．社内連携の促進による営業力の強化

５．基本的業務プロセスの再構築

(1) 生産部門業務改革PT（仮称）の設置

(2) 計数管理向上PT（仮称）の設置

(3) 人材育成PT（仮称）の設置

第二期：事業安定化ターム（平成24年２月期以降）の施策

１．主力事業への本格的設備投資

２．組織再々編

３．不採算事業への対応

　

なお、本計画は主要取引金融機関のご理解をいただいております。

上記のとおり、当社は、既に当該事象等を解消し、又は改善するための対応を図ってきており、今後も親

会社でありますレンゴー株式会社の支援の下、「新・事業再生計画（５カ年）」の速やかな実行を図っ

てまいります。

従いまして、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しておりますので、第

１四半期連結累計期間に係る四半期連結財務諸表において記載しておりました継続企業の前提に関する

注記の記載を解消いたしております。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

なお、当社は、平成21年９月14日開催の当社取締役会において、レンゴー株式会社を株式交換完全親会社

とし、当社を株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で、株式交換契約を締結いた

しました。

詳細は、「第５　経理の状況　１　四半期連結財務諸表」の重要な後発事象に記載のとおりであります。

　

４ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結会計期間（平成21年６月１日から平成21年８月31日）におけるわが国経済は、一

部で景気回復の兆しがありますが、企業収益の悪化や設備投資の凍結、雇用調整、個人消費の低迷など

厳しい状況が続いております。

このような環境のもとで当社グループは、本社・工場における総コストの削減、役員報酬・従業員給

与の削減等による人件費の削減、在庫削減、研究開発費の削減等に取り組んでまいりました。

この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は91億12百万円、営業利益は４億88百万円、経常利益

は４億21百万円、四半期純利益は51百万円となりました。

事業の種類別セグメント業績は、次のとおりであります。

①　容器事業

包装資材業界におきましては、景気後退に伴う大幅な需要の低迷と価格改定を見込んだ買い控え、販

売競争の激化などにより、厳しい状況で推移いたしました。

樹脂加工品のうち、軽包装ラミネート製品は、建築用が好調に推移しましたが、医療・医薬用、半導体

用と電子部品用が落ち込み、売上高は減少いたしました。重包装ラミネート製品は、グラビア印刷にお

ける段ボール用美粧印刷が落ち込みましたが、食品用が好調に推移し、売上高は増加いたしました。工

業樹脂製品は、ＯＡ機器関連用資材、自動車関連用資材が落ち込み、売上高は減少いたしました。この結

果、樹脂加工品の売上高は40億18百万円となりました。

合成樹脂袋のうち、ポリエチレン重袋は、石油化学用、化学品用は堅調に推移いたしましたが、肥料用

が落ち込み、売上高は減少いたしました。コンテナバッグは、自動車、家電産業、住宅資材用の不振によ

る合成樹脂用、化学品用が落ち込み、売上高は減少いたしました。この結果、合成樹脂袋の売上高は14億

55百万円となりました。

クラフト紙袋は、石油化学用が落ち込み、売上高は９億86百万円となりました。

段ボールシート・ケースは、通販関連用が好調に推移し、売上高は22億53百万円となりました。

樹脂商品は、原料販売の不振で、売上高は１億91百万円となりました。

その他の売上高は１億19百万円となりました。

以上、容器事業につきましては、売上高は90億24百万円、営業利益は４億19百万円となりました。

②　不動産賃貸事業

不動産賃貸事業につきましては、売上高は87百万円、営業利益は69百万円となりました。
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所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

日本国内における売上高は79億84百万円、営業利益３億89百万円、アジア地域における売上高は10億

98百万円、営業利益１億６百万円、その他の地域における売上高は29百万円、営業損失０百万円となり

ました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、

仕入債務の増加、定期預金の払戻による収入等があったものの、有形固定資産の取得による支出、借入

金の返済による支出等により、前四半期連結会計期間末に比べ 10億31百万円減少し、当第２四半期連

結会計期間末には32億75百万円となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動による資金の増加は13億12百万円となりました。これはたな卸資産の減少、仕入債務の増加

等によるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による資金の増加は11億４百万円となりました。これは有形固定資産の取得による支出等

がありましたが、定期預金の払戻による収入等によるものであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動による資金の減少は34億36百万円となりました。これは短期借入金の純減少額及び長期借

入金の返済による支出等によるものであります。

　

(3) 事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び該当重要事象を解消し、又は改

善するための対応策

第２ 「事業の状況」、２「事業等のリスク」に記載しております。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

当社は、平成20年４月18日開催の取締役会において、「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者の在り方に関する基本方針」(以下「基本方針」といいます。)を決定いたしました。また、同方針に

基づいて平成20年５月22日開催の当社第79期定時株主総会において、会社の支配に関する基本方針に

照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組みとして「当社の株券等の大規模買付行為に関する対応方針(買収防衛策)」(以下「本プラン」と

いいます。)を以下のとおり決定いたしました。
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①　基本方針について

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重

し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同

の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終

的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えていま

す。

ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けるこ

とができない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう虞のある

ものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な

決定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもありえます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様

のために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行なう必要があると考え

ています。

②　基本方針の実現に資する取組みについて

当社は、昭和22年創業の包装容器メーカーであり、事業内容としましては、主に樹脂加工品、合成樹脂

袋及び段ボールシート・ケース等の製造・販売を行っております。

樹脂加工品分野では、電子部品、OA機器、工業部品、IC・電材関係、建築材料、食料品など様々な用途に

対応した製品をお客様に提供しています。

また、農産物向けの肥料用、飼料用、米麦用並びに石油化学製品・工業薬品向けのポリエチレン重袋

は、業界のパイオニアであるとともに、業界ナンバーワンの地位を不動のものとしており、コンテナ

バッグ「マイコン」は、業界のリーダーとして独自性のある生産技術を駆使してクリーン度の高い機

能性ある製品を製造し、お客様の多様なニーズに対応しています。

段ボール関係におきましては、当社の独自製品であるアクアコートを塗布することで多様な機能を

付加し、従来の農産物、食料品、電気製品だけでなく、通販書籍分野など今後の成長著しい物流分野のお

客様のニーズにも広く応えられる製品を提供し、高い評価をいただいております。

このように様々な分野のお客様のご要望に応えていくための、当社及び当社グループの企業価値の

主な源泉は、①幅広く多彩なプラットフォームを活用した複合新製品を次々とご提案できる提案力、②

当社の精神である「誠心誠意」と「創意工夫」によりお客様の信頼を得ることであると認識しており

ます。

まず、①の提案力としましては、日本国内のみならず、海外、特に東アジア及び東南アジアを中心に展

開しているグループネットワークを駆使して、当社グループ製品をグローバル展開することで、他社と

の差別化を図り、グループ全体の競争力を高めていきます。

つぎに、②につきましては、創業以来の精神である「誠心誠意」と「創意工夫」があってこそ、お客

様に高いクオリティのある製品を安全・安心とともにお届けすることが、お客様との信頼関係に結び

つくと認識しており、当社の使命と考えています。
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③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組み

当社は、平成20年４月18日開催の取締役会において、平成20年５月22日開催の当社第79期定時株主総

会で出席株主の皆様の議決権の過半数のご賛同により承認可決されることを条件に本プランを導入す

ることを決定しました。また、上記当社定時株主総会において、出席株主の皆様の議決権の過半数のご

賛同により承認可決いただき本プランを導入いたしました。

本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同利益の確保・向上の観点から、大規模買付行為の条件

・方法を変更・改善させる必要があると判断する場合には、大規模買付行為の条件・方法について大

規模買付者と交渉するとともに、代替案の提案等を行う必要もあると考えておりますので、そのための

必要時間も十分に確保等のための手続きを定めています。

本プランにおいては、次の(ⅰ)若しくは(ⅱ)に該当する行為またはこれらに類似する行為(但し、当

社取締役会が了め承認したものを除きます。このような行為を以下「大規模買付行為」といい、大規模

買付行為を行いまたは行おうとする者を以下「大規模買付者」といいます。)がなされ、またはなされ

ようとする場合には、本プランに基づく対抗措置が発動されることがあります。

(ⅰ)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付け

(ⅱ)当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及びその特別関係

者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

本プランの詳細については、下記の当社のウェブサイトをご参照ください。

http://matai.on.arena.ne.jp/html/pdf/prs20080418b.pdf(平成20年４月18日付プレスリリース

「当社株券等の大規模買付行為に関する対応策(買収防衛策)の導入について」)
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④ 本プランに対する当社取締役会の判断及び理由

当社の取締役会は、本プランの設計に関し、以下の事項を考慮し織り込むことにより、本プランが

基本方針に従い、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、当社の会社役員の地位の維持を目的

とするものではないと判断しています。

1)　買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益

の確保または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則(企業価値・株主共同の利益

の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則)を全て充足していま

す。

2)　当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本プランは、上記③に記載のとおり、当社株券等に対する大規模買付等がなされた際に、当該大規

模買付等に応じるべきか否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示する

ために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とする

ことにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入される

ものです。

3)　株主意思を重視するものであること

本プランは、買付者等が本プランに定められた手続きに従うことなく大規模買付等がなされた場

合を除き、買付者等による大規模買付等に対する対抗措置の発動について株主の皆様のご意思を直

接確認するものです。また、本プランの有効期間は、平成23年５月開催予定の定時株主総会終結の時

まででありますが、係る有効期間の満了前であっても、本プランの変更または廃止の決議がなされた

場合には、本プランも当該決議に従い変更または廃止されることになります。従いまして、本プラン

の導入及び廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映される仕組みとなっています。

4)　合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されてお

り、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。

5)　デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止する

ことができるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策(取締役会の構

成員の過半数を交代させても、発動を阻止できない買収防衛策)ではありません。

また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型(取締役会構成の交代

を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策)でもありませ

ん。

　

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は41百万円であります。なお、当第２四半期連結会計

期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

又、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 88,000,000

計 88,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年10月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 78,859,10478,859,104
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数1,000株

計 78,859,10478,859,104― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

該当事項はありません。
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(5) 【大株主の状況】

　 　 平成21年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

レンゴー株式会社 大阪府大阪市北区中之島２丁目２番７号 40,535 51.40

日本マタイ取引先持株会 東京都台東区元浅草２丁目６－７ 1,956 2.48

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,800 2.28

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13－２ 1,800 2.28

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４G)

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,394 1.77

内　田　増　幸 東京都台東区 1,380 1.75

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 1,318 1.67

東ソー株式会社 東京都港区芝３丁目８－２ 968 1.23

日本製粉株式会社 東京都渋谷区千駄ヶ谷５丁目27－５ 967 1.23

中越パルプ工業株式会社 東京都中央区銀座２丁目10－６ 860 1.09

計 ― 52,981 67.19

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）
普通株式 　253,000

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

78,358,000
78,355 ─

単元未満株式
普通株式

248,104
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 78,859,104― ―

総株主の議決権 ― 78,355 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権の数３個)含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式833株が含まれております。
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② 【自己株式等】

　 　 平成21年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本マタイ株式会社

東京都台東区元浅草
２丁目６－７

253,000─ 253,000 0.32

計 ― 253,000─ 253,000 0.32

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 91 109 122 118 112 120

最低(円) 67 75 86 99 95 101

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成21年６月１

日から平成21年８月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年３月１日から平成21年８月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,371 2,885

受取手形及び売掛金 8,417 ※4
 8,723

商品及び製品 848 1,248

仕掛品 518 453

原材料及び貯蔵品 853 886

繰延税金資産 33 180

その他 298 368

貸倒引当金 △94 △84

流動資産合計 14,246 14,662

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,749 7,606

機械装置及び運搬具（純額） 3,615 3,790

土地 4,041 4,041

建設仮勘定 265 483

その他（純額） 559 416

有形固定資産合計 ※1
 16,231

※1
 16,337

無形固定資産

のれん 7 15

その他 469 447

無形固定資産合計 477 463

投資その他の資産

投資有価証券 ※5
 3,158

※5
 2,452

長期貸付金 498 483

繰延税金資産 68 101

前払年金費用 1,424 1,550

その他 ※5
 1,898

※5
 1,896

貸倒引当金 ※5
 △725

※5
 △727

投資その他の資産合計 6,322 5,757

固定資産合計 23,031 22,558

資産合計 37,277 37,221
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,897 ※4
 6,719

短期借入金 9,525 11,715

1年内償還予定の社債 240 240

未払法人税等 145 94

賞与引当金 132 131

その他 1,686 ※4
 2,176

流動負債合計 18,627 21,077

固定負債

社債 840 960

長期借入金 2,946 ※3
 4,921

繰延税金負債 891 649

退職給付引当金 327 344

その他 ※5
 1,298

※5
 1,259

固定負債合計 6,305 8,135

負債合計 24,932 29,212

純資産の部

株主資本

資本金 7,292 5,512

資本剰余金 6,200 4,420

利益剰余金 △2,562 △2,721

自己株式 △53 △53

株主資本合計 10,877 7,157

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 447 48

繰延ヘッジ損益 － △2

為替換算調整勘定 △173 △241

評価・換算差額等合計 273 △195

少数株主持分 1,193 1,046

純資産合計 12,344 8,008

負債純資産合計 37,277 37,221
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年８月31日)

売上高 17,097

売上原価 13,560

売上総利益 3,537

販売費及び一般管理費 ※
 2,715

営業利益 821

営業外収益

受取利息 2

受取配当金 46

為替差益 89

持分法による投資利益 6

その他 50

営業外収益合計 195

営業外費用

支払利息 192

株式交付費 25

支払手数料 86

その他 23

営業外費用合計 327

経常利益 689

特別利益

投資有価証券売却益 70

貸倒引当金戻入額 13

その他 1

特別利益合計 84

特別損失

固定資産除売却損 8

親会社株式売却損 2

特別退職金 125

土壌汚染対策費 84

その他 1

特別損失合計 221

税金等調整前四半期純利益 553

法人税、住民税及び事業税 120

法人税等調整額 135

法人税等合計 255

少数株主利益 137

四半期純利益 159
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年６月１日
　至 平成21年８月31日)

売上高 9,112

売上原価 7,190

売上総利益 1,922

販売費及び一般管理費 ※
 1,433

営業利益 488

営業外収益

受取利息 1

受取配当金 37

持分法による投資利益 8

その他 25

営業外収益合計 73

営業外費用

支払利息 93

為替差損 31

その他 15

営業外費用合計 140

経常利益 421

特別利益

投資有価証券売却益 70

投資有価証券評価損戻入益 1

貸倒引当金戻入額 1

その他 0

特別利益合計 73

特別損失

固定資産除売却損 6

親会社株式売却損 2

特別退職金 125

土壌汚染対策費 84

その他 1

特別損失合計 219

税金等調整前四半期純利益 276

法人税、住民税及び事業税 37

法人税等調整額 142

法人税等合計 180

少数株主利益 44

四半期純利益 51
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 553

減価償却費 714

有形固定資産除却損 6

のれん償却額 7

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5

退職給付引当金の増減額（△は減少） △18

受取利息及び受取配当金 △48

支払利息 192

為替差損益（△は益） △95

持分法による投資損益（△は益） △6

投資有価証券売却損益（△は益） △70

親会社株式売却損益（△は益） 2

売上債権の増減額（△は増加） 378

たな卸資産の増減額（△は増加） 411

仕入債務の増減額（△は減少） 138

未払消費税等の増減額（△は減少） △129

その他 △14

小計 2,027

利息及び配当金の受取額 48

利息の支払額 △201

法人税等の支払額 △69

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,805

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,429

定期預金の払戻による収入 1,412

有形固定資産の取得による支出 △561

有形固定資産の売却による収入 14

無形固定資産の取得による支出 △17

投資有価証券の取得による支出 △162

投資有価証券の売却による収入 157

親会社株式の売却による収入 58

出資金の売却による収入 4

子会社出資金の取得による支出 △13

貸付けによる支出 △3

貸付金の回収による収入 57

投資活動によるキャッシュ・フロー △480
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(単位：百万円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年８月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,021

長期借入れによる収入 129

長期借入金の返済による支出 △2,389

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △29

社債の償還による支出 △120

株式の発行による収入 3,534

その他 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △898

現金及び現金同等物に係る換算差額 42

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 469

現金及び現金同等物の期首残高 2,806

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,275
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

１．会計処理基準

に関する事項

の変更

(1) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上

必要な修正を行っております。

なお、これによる損益に与える影響はありません。

(2) 「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用

　 当社及び国内連結子会社は、通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、

主として総平均法による原価法により算定しておりましたが、第１四半期連結会計期間

より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公

表分）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額につ

いては、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）により算定しております。

この結果、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び

税金等調整前四半期純利益は、それぞれ54百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、セグメント情報の注記に記載しております。

　 (3) 「リース取引に関する会計基準」等の適用

当社及び国内連結子会社は、所有権移転外ファイナンス・リースについては、従来、賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理方法によっておりましたが、「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成

19年３月30日改正））を第１四半期連結会計期間から適用し、リース取引開始日が当連

結会計年度開始日後であるリース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が当連結会計年度開始日前であるリース取引については、引き続き通常の賃貸

借処理に係る方法に準じた会計処理によっております。

なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

【簡便な会計処理】

重要な該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

重要な該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

有形固定資産の耐用年数の変更

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正を契機として資産の利用状況等を見直し、第１四半期連結会計期間

より、機械装置の耐用年数を変更しております。

なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末
(平成21年２月28日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 24,215百万円

　 　

２ 受取手形割引高 1,679百万円

輸出手形割引高 2百万円

 
─────

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

─────

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 23,454百万円

　 　

２ 受取手形割引高 2,182百万円

輸出手形割引高 3百万円

 
※３ 財務制限条項

当社は金融機関５社からなるシンジケート団との
間で２件のシンジケートローン契約(当連結会計
年度末残高は15億25百万円)を締結しており、この
契約には、下記の財務制限条項が付されておりま
す。
①各年度の決算期及び中間期の期末における連結
貸借対照表及び単体の貸借対照表における純資産
の部の金額を、直近決算期及び中間期の末日また
は基準期である平成16年２月期の末日における連
結及び単体の貸借対照表上の資本の部の金額のい
ずれか高い方の75％以上を維持すること。
②連結損益計算書及び単体損益計算書のいずれか
において経常損失を計上する決算期(中間決算期
を含まない)を２期連続させないこと。
当社は、平成21年２月期において上記財務制限条
項に抵触することとなりますが、当該契約のアレ
ンジャーにより貸付人の意見取りまとめが行わ
れ、当決算期における決算数値に基づく期限の利
益喪失の請求は行わない旨の通知を書面にて受領
いたしております。なお、確約条項に抵触している
事実は継続しております。

 
※４ 当連結会計年度末日満期手形の処理

当連結会計年度末日満期手形の会計処理について
は、手形交換日をもって決済処理しております。な
お、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ
たため、次の連結会計年度末日満期手形が、当連結
会計年度末残高に含まれております。

 

受取手形 70百万円

支払手形 108百万円

その他の流動負債
(設備関係支払手形)

14百万円
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当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末
(平成21年２月28日)

※５ 破産更生債権等
当社と通貨オプション取引(包括的長期為替予約
取引。米ドル受取、円支払)を行っているリーマン
・ブラザーズ証券株式会社が平成20年９月16日東
京地方裁判所に民事再生法に基づく再生手続開始
の申立を行いました。同社との契約では取引の継
続には同社からの通知が必要とされていますが、
同社からは平成20年９月16日以降通知はなく、契
約取引の実行が行われておりません。また、この取
引については、この再生手続開始の申立により、当
該取引が終了される可能性がありますが、現在同
社管財人から取引の終了に関する連絡を受けてお
らず、受払金額は確定しておりません。なお、当該
取引につきましてはヘッジ会計は適用しておら
ず、評価差額は連結損益計算書に計上しておりま
すが、同社の民事再生法に基づく再生手続開始の
申立日の直近で当社が把握している平成20年８月
31日現在の時価(その他の固定負債(デリバティブ
債務)602百万円)を用いて会計処理をしておりま
す。
また、当該取引の取引保証金(ただし、相殺権が未
確定な保証金、以下同義)として同社に対し投資有
価証券を差し入れています。当該保証金について
は同社管財人から平成20年12月12日に債権届を否
認されましたが、当社は平成20年12月26日に東京
地方裁判所に再生債権査定の申立を行い、現在審
理中です。このことから、前連結会計年度において
この投資有価証券を平成20年９月12日現在の時価
1,174百万円(平成20年９月15日が休日のため前営
業日である平成20年９月12日現在の時価)をもっ
て投資有価証券からその他の投資その他の資産
(破産更生債権等)に振り替えるとともに、この投
資有価証券の取得原価1,890百万円との差額715百
万円を投資有価証券評価損として計上しておりま
す。さらにその他の投資その他の資産(破産更生債
権等)1,174百万円と上記その他の固定負債(デリ
バティブ債務)602百万円は両建て計上しておりま
すが、取引の清算の際には取引保証金とその他の
固定負債(デリバティブ債務)を一括清算すること
を前提に、その他の投資その他の資産(破産更生債
権等)1,174百万円と上記その他の固定負債(デリ
バティブ債務)602百万円との差額572百万円につ
いて全額貸倒引当金を計上しております。

※５ 破産更生債権等
当社と通貨オプション取引(包括的長期為替予約
取引。米ドル受取、円支払)を行っているリーマン
・ブラザーズ証券株式会社が平成20年９月16日東
京地方裁判所に民事再生法に基づく再生手続開始
の申立を行いました。同社との契約では取引の継
続には同社からの通知が必要とされていますが、
同社からは平成20年９月16日以降通知はなく、契
約取引の実行が行われておりません。また、この取
引については、この再生手続開始の申立により、当
該取引が終了される可能性がありますが、現在同
社管財人から取引の終了に関する連絡を受けてお
らず、受払金額は確定しておりません。なお、当該
取引につきましてはヘッジ会計は適用しておら
ず、評価差額は連結損益計算書に計上しておりま
すが、同社の民事再生法に基づく再生手続開始の
申立日の直近で当社が把握している平成20年８月
31日現在の時価(その他の固定負債(デリバティブ
債務)602百万円)を用いて会計処理をしておりま
す。
また、当該取引の取引保証金(ただし、相殺権が未
確定な保証金、以下同義)として同社に対し投資有
価証券を差し入れています。当該保証金について
は同社管財人から平成20年12月12日に債権届を否
認されましたが、当社は平成20年12月26日に東京
地方裁判所に再生債権査定の申立を行い、現在審
理中です。このことから、この投資有価証券を平成
20年９月12日現在の時価1,174百万円(平成20年９
月15日が休日のため前営業日である平成20年９月
12日現在の時価)をもって投資有価証券からその
他の投資その他の資産(破産更生債権等)に振り替
えるとともに、この投資有価証券の取得原価1,890
百万円との差額715百万円を投資有価証券評価損
として計上いたしました。さらにその他の投資そ
の他の資産(破産更生債権等)1,174百万円と上記
その他の固定負債(デリバティブ債務)602百万円
は両建て計上しておりますが、取引の清算の際に
は取引保証金とその他の固定負債(デリバティブ
債務)を一括清算することを前提に、その他の投資
その他の資産(破産更生債権等)1,174百万円と上
記その他の固定負債(デリバティブ債務)602百万
円との差額572百万円について全額貸倒引当金を
計上いたしました。

　

EDINET提出書類

日本マタイ株式会社(E02577)

四半期報告書

26/36



(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

運搬費 567百万円

従業員給料 598百万円

賞与引当金繰入額 44百万円

退職給付費用 116百万円

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

運搬費 314百万円

従業員給料 308百万円

賞与引当金繰入額 3百万円

退職給付費用 58百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,371百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △95百万円

現金及び現金同等物 3,275百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年８月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年３月１日　

至　平成21年８月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 78,859,104

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 253,833

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成21年５月27日付で、レンゴー株式会社から第三者割当増資の払込みを受けました。この結

果、第１四半期連結会計期間において資本金及び資本準備金がそれぞれ1,780百万円増加し、当第２四半

期連結会計期間末において資本金が7,292百万円、資本剰余金が6,200百万円となっております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日)

　
容器事業
(百万円)

不動産賃貸事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
対する売上高

9,024 87 9,112 ― 9,112

　(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ 18 18 (18) ―

計 9,024 106 9,131 (18) 9,112

営業費用 8,605 37 8,642 (18) 8,623

営業利益 419 69 488 ─ 488

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日)

　
容器事業
(百万円)

不動産賃貸事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
対する売上高

16,923 174 17,097 ― 17,097

　(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ 37 37 (37) ―

計 16,923 212 17,135 (37) 17,097

営業費用 16,240 73 16,313 (37) 16,276

営業利益 682 139 821 ─ 821

(注) １　事業区分は内部管理上の売上集計区分によっております。

２　各事業区分の主な製品等

容器事業……………樹脂加工品、合成樹脂袋、クラフト紙袋、段ボールシート・ケース、樹脂商品他

不動産賃貸事業……ビル、工場、住宅

３　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を第１四半期連結会

計期間から適用しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の「容器事業」の営業利益が54百万

円減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日)

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
対する売上高

7,984 1,098 29 9,112 ― 9,112

　(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

152 322 0 474 (474) ―

計 8,137 1,421 29 9,587 (474) 9,112

営業費用 7,747 1,314 30 9,092 （468) 8,623

営業利益又は営業損失(△) 389 106 △0 494 (6) 488

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日)

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
対する売上高

14,825 2,216 55 17,097 ― 17,097

　(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

287 568 2 859 (859) ―

計 15,113 2,785 58 17,957 (859) 17,097

営業費用 14,524 2,556 58 17,139 (863) 16,276

営業利益又は営業損失(△) 589 228 △0 817 4 821

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

 (1) アジア…………中国、ベトナム

 (2) その他の地域…アメリカ

３　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を第１四半期連結会

計期間から適用しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の「日本」の営業利益が54百万円減

少しております。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日)

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,244 84 1,328

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 9,112

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

13.7 0.9 14.6

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日)

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 2,507 165 2,673

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 17,097

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

14.7 1.0 15.7

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア…………中国、台湾、タイ、フィリピン、パキスタン、シンガポール

(2) その他の地域…アメリカ、ドイツ、イラン、ペルー、ブルガリア、コロンビア

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末
(平成21年２月28日)

 
141円86銭

　

 
180円36銭

　

　

２　１株当たり四半期純利益金額

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
 　至　平成21年８月31日）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年６月１日
 　至　平成21年８月31日）

１株当たり四半期純利益 2円67銭
　

１株当たり四半期純利益 0円65銭
　

(注)　１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成21年８月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 159 51

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 159 51

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 59,693 78,605

　

EDINET提出書類

日本マタイ株式会社(E02577)

四半期報告書

32/36



(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日)

株式交換契約の締結

(1) 株式交換契約の締結

当社はレンゴー株式会社（以下「レンゴー」という。）との間で、同社を株式交換完全親会社とするた

めの株式交換を行うことを平成21年９月14日の取締役会において決定し、同日、株式交換契約を締結いた

しました。

　

(2) 目的及び理由

レンゴーグループとの幅広い事業提携、諸施策の機動的な運営が可能となり、信用力の一段の向上と共

に「新・事業再生計画（５ヵ年）」の実効性を高めることにより、当社の迅速な事業改善を図り、ひいて

はレンゴーグループの企業価値最大化を目的としています。

当社及びレンゴーは、当社を株式交換完全子会社、レンゴーを当社の株式交換完全親会社とするための

株式交換の手続を行います。

　

(3) 株式交換契約書（以下「本契約」という。）の内容（要約）

①契約締結当事者

レンゴー（以下「甲」という。）と当社（以下「乙」という。）。

②株式交換

甲及び乙は、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交

換」という。）を行い、甲は、乙の発行済み株式（但し、甲の有する乙の株式を除く。以下同じ。）の全部

を取得する。

③株式交換に際して交付する株式及びその割当て

1) 甲は、本株式交換に際して、本株式交換により、甲が乙の発行済株式の全部を取得する時点の直前

時の株主名簿に記載又は記録された株主（但し、甲は除く。以下「対象株主」という。）に対して、乙の

普通株式に代わり、その保有する乙の普通株式の合計数に0.19を乗じた数の甲の普通株式を交付する。

2) 甲は、本株式交換に際して、対象株主に対し、その保有する乙の普通株式１株につき、甲の普通株

式0.19株の割合をもって割り当てる。なお、割り当てる株式の数に、１株に満たない端数が生じた場合

には、会社法第234条の規定により、その端数の合計数（その合計数に１に満たない端数がある場合は、

これを切り捨てるものとする。）に相当する甲の株式を売却し、その端数に応じて、その代金を当該端

数に相当する甲の株式の交付に代えて当該株主に交付する。

④効力発生日

本株式交換がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、平成21年12月１日とする。但

し、本株式交換の手続の進行に応じ、必要があるときは、甲乙協議の上これを変更することができる。
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⑤株式交換承認総会

1) 甲は、会社法第796条第３項本文の規定により、本契約につき、会社法第795条第１項に定める株主

総会の決議による承認を受けないで、本株式交換を行う。但し、甲において、会社法第796条第４項及び

会社法施行規則第197条の規定に基づき、本株式交換に関して、甲の株主総会の決議による承諾が必要

となった場合には、甲は本契約の承認及び本株式交換に必要な事項に関する決議を求めるものとする。

2) 乙は平成21年10月27日に臨時株主総会を招集し、本契約書の承認及び本株式交換に必要な事項に

関する決議を求めるものとする。但し、本株式交換の手続の進行に応じ必要があるときは、甲乙協議の

上これを変更することができる。

⑥本契約の効力

本契約は、⑤ 1) 但書に定める甲の株主総会において本契約の承認及び本株式交換に必要な事項に

関する決議が得られなかった場合、⑤ 2) に定める乙の株主総会において本契約の承認及び本株式交

換に必要な事項に関する決議が得られなかった場合、又は本契約の履行に必要な法令に定める関係官

庁の承認が得られなかった場合、その効力を失う。

　

(4) 今後の営業活動等に及ぼす影響

当社は、平成21年９月14日に、平成21年12月１日を効力発生日としてレンゴーを株式交換完全親会社、

当社を株式交換完全子会社とする株式交換契約を締結し、上記⑤株式交換承認総会を経て、平成21年11月

26日をもって上場廃止の予定であります。

当社グループの容器事業は、レンゴーグループのコアビジネスである段ボール製品の事業、周辺事業で

ある、段ボール用美粧印刷原紙の事業を有しており、レンゴーグループとの連携により、更なる拡大が見

込めます。また、樹脂加工品等の事業も、パッケージングソリューションカンパニーを標榜するレンゴー

グループの事業と補完関係があり、シナジー効果を発揮できるものと期待されております。

　

(5) 株式交換完全親会社となる会社の概要

会社名  レンゴー株式会社

資本金  31,066百万円

事業内容・板紙、段ボール、段ボール箱の製造・販売

・軟包装製品、セロファンの製造・販売

・紙器機械、新聞用紙、化成品、不織布の製造・販売、運送事業、保険代理業、

リース業、不動産業

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年10月13日

日本マタイ株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　奈　尾　光　浩　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　内　田　淳　一　　印
　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

マタイ株式会社の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年６月１日から平成21年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年３月１日から平成21

年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本マタイ株式会社及び連結子会社の平成21

年８月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成21年９月14日開催の取締役会において、レンゴー株

式会社を株式交換完全親会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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